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石破首相が７日に辞任を表明したことで、焦点は「ポスト石破」を選ぶ臨時総裁選 

に移っている。有権者の自民離れが指摘される中で「保守政党」への原点回帰を目 

指すのか、少数与党での国会運営を念頭に野党との協調に重きを置くのか。次期総 

裁選は２度の国政選挙で大敗し土台が揺らぐ党再生の重責を担うことになるのか。そ 

うした中、自民党は党総裁を選ぶ臨時総裁選を今月２２日告示、１０月４日に実施する 

方針を決めた。国会議員と全国の党員・党友がともに投票する「フルスペック型」方式 

で行うことが正式に決まり、総裁選びは熱を帯び出している。 

石破首相が退陣表明を行った次の日の８日、党本部で臨時総裁選の方式を巡って森山幹事長らが協議したところフルス

ペックで実施することに異論は出ず、９日に総務会と総裁選挙管理委員会を開き正式に決定した。総裁選は前回選に出馬

した複数候補による争いとなるもようだ。昨年の総裁選で上位につけた高市早苗・前経済安全保障相（６４）や小泉農相（４４）

が軸となる見通しだ。茂木敏充前幹事長（６９）や林官房長官（６４）、小林鷹之・元経済安保相（５０）が出馬を決めている。 

 

２２日告示 １０月４日「フルスペック型」方式で投開票 
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「ポスト石破」総裁選へ帯びる熱 

自民党本部（永田町） 
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アジア経済新聞 
 

 

■ジャンル：国際（主にアジア） 国内 政治 経済 金融 環境 気候変動 クリーンエネルギー 建設 鉄鋼 製造 通信 

スマートシティ 住宅・不動産 物流 テクノロジー 先端技術 外務省、国土交通省、経済産業省、国際協力機構（JICA）、

ジェトロ、経済団体 オピニオン 

 

■購読料：２０,０００円（年間）消費税込み 
 

 

■発行元：一般社団法人海外インフラ研究協会／アジア経済新聞 

        東京都港区北青山２-７-20 猪瀬ビル２F  電話：０８０-４８３０-３３３０  

        代表理事 礒部猛也 
 

 

■アジア経済新聞：編集責任者 千原直行 
     E-mail：chihara.naoyuki@gmail.com 
 
 

■提携誌：東海財界（月刊） 
愛知県名古屋市東区代官町 40-18 ALA 代官町ビル５F 
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